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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第97期

第２四半期連結
累計期間

第98期
第２四半期連結

累計期間
第97期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 22,888 19,628 49,461

経常利益 （百万円） 1,324 1,505 1,424

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 （百万円） 1,219 1,339 1,509

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,490 1,335 2,146

純資産額 （百万円） 12,492 14,305 13,147

総資産額 （百万円） 58,168 57,594 58,470

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 13.88 15.24 17.18

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 21.4 24.8 22.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,768 1,634 3,833

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △142 △491 △540

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △938 △978 △3,907

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 （百万円） 8,379 7,243 7,078

 

回次
第97期

第２四半期連結
会計期間

第98期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円） 14.65 15.86

 (注)　１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という。)は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期純利益又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰

属する当期純利益」としております。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益が改善するなか、設備投資は緩やかな増加基調

にあり、個人消費も雇用・所得環境の着実な改善を背景に底堅く推移する等景気は緩やかに回復しつつありま

すものの、中国や新興国の経済減速、欧州の債務問題など海外経済の下振れリスクの懸念等先行き不透明な状

況で推移いたしました。

このような環境のもと、観光業界において国内旅行需要は好調に推移しておりますが、依然福島県内は回復

途上にあります。

このような状況において、スパリゾートハワイアンズにつきましては、日帰り・宿泊ともに利用者数が増加

し堅調に推移いたしました。

卸売業につきましては、主に石炭の販売数量の大幅な減少や石炭価格の下落等により、大幅な減収となりま

した。

製造関連事業につきましては、需要の増加に伴い好調に推移し、運輸業につきましては、主に石油の販売数

量の減少や販売価格の下落等により、減収となりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は196億28百万円（前年同期比32億59百万円、14.2％減）とな

りましたものの、観光事業が堅調に推移したことにより、営業利益は16億25百万円（前年同期比71百万円、

4.6％増）、経常利益は15億５百万円（前年同期比１億81百万円、13.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は13億39百万円（前年同期比１億19百万円、9.8％増）となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（観光事業）

スパリゾートハワイアンズにつきましては、５月には県内初の国際首脳会議「第７回太平洋・島サミット」

が開催され、内外に広く復興をアピールするとともに、創業50周年を迎え、「ビックマハロ」をテーマに様々

な催しを実施し、記念企画として７月に日本初の流れるアクアリウムプール「フィッシュゴーランド」をオー

プンさせました。

また春休みに「アロハスプラッシュ＆バブル」、ゴールデンウィークに「妖怪ウォッチプールランドinハワ

イアンズ」、夏休みに「ファイヤーナイフダンサーの常夏ぼうけんフェスタ2015夏」等多彩なイベントを実施

するほか、７月には昼のポリネシアンレビューを全面リニューアルし、「ポリネシアン・サンライトカーニバ

ル『MATSURI』」の公演を開始しました。

日帰り部門につきましては、個人客の増加により利用人員は870千人（前年同期比13千人、1.6％増）となり

ました。

宿泊部門につきましては、無料送迎バス発着地の拡大によりファミリー層の集客が堅調に推移し、利用人員

は、247千人（前年同期比１千人、0.6％増）となりました。

クレストヒルズゴルフ倶楽部は、宿泊ゴルフパックが堅調に推移したことにより、利用人員は29千人（前年

同期比０千人、0.3％減）となりました。

この結果、当部門の売上高は、76億52百万円（前年同期比２億25百万円、3.0％増）、営業利益は17億70百万

円（前年同期比１億15百万円、6.9％増）となりました。

（卸売業）

石炭部門につきましては、販売数量が大幅に減少するとともに石炭価格が下落し、石油部門につきましては

販売価格が下落したこと等により、大幅な減収となりました。

この結果、当部門の売上高は、101億36百万円（前年同期比34億79百万円、25.6％減）、営業利益は39百万円

（前年同期比85百万円、68.2％減））となりました。
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（製造関連事業）

主に中国の需要増に伴い、船舶用モーターの販売数量の増加により大幅な増収となりました。

この結果、当部門の売上高は９億15百万円（前年同期比92百万円、11.3％増）、営業利益は１億21百万円

（前年同期比57百万円、90.7％増）となりました。

（運輸業）

港湾運送部門につきましては、セメント関連輸送が減少し、石油小売部門につきましては販売数量が減少す

るとともに販売単価が下落しました。

この結果、当部門の売上高は、９億23百万円（前年同期比98百万円、9.6％減）となりましたものの、石油小

売部門の利益改善等により営業利益は44百万円(前年同期比19百万円、79.8％増)となりました。

（２）財政状況

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ８億75百万円減少し、575億94百万

円となりました。これは主に、たな卸資産、その他流動資産が増加したものの受取手形及び売掛金が減少した

ためであります。負債につきましては、前連結会計年度末に比べ20億34百万円減少し、432億88百万円となりま

した。これは主に、支払手形及び買掛金、有利子負債が減少したことによるものであります。純資産につきま

しては、前連結会計年度末に比べ11億58百万円増加し、143億５百万円となりました。これは主に、親会社株主

に帰属する四半期純利益計上により利益剰余金が増加したことによるものであります。

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、72億43百万円と前

連結会計年度末に比べ１億64百万円増加いたしました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果得られた資金は、16億34百万円（前年同期は17億68百万

円の獲得）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益が14億82百万円、減価償却費が７億11百万

円、売上債権の減少額15億13百万円であった一方で、仕入債務の減少額11億30百万円、たな卸資産の増加額５

億44百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果使用した資金は、４億91百万円（前年同期は１億42百万

円の使用）となりました。これは主に、固定資産の取得４億46百万円の支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果使用した資金は、９億78百万円（前年同期は９億38百万

円の使用)となりました。これは主に、借入金の返済６億37百万円、ファイナンスリース債務の返済による支出

の支払額１億63百万円によるものであります。

(４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題についての重要な

変更はありません。

(５）研究開発活動

　該当事項はありません。

(６）生産、受注及び販売の実績

　当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）

(平成27年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 88,087,784 同左
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 88,087,784 同左 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
― 88,087 ― 2,141 ― 1,500
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　常磐開発株式会社 福島県いわき市常磐湯本町辰ノ口１番地 5,865 6.66

　日本トラスティ・サービス信託

　銀行株式会社
東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,444 5.04

　公益財団法人常磐奨学会 東京都中央区東日本橋３丁目７番19号 2,670 3.03

　大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目25番１号 2,527 2.87

　サッポロビール株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20番１号 1,926 2.19

　常磐興産取引先持株会 東京都中央区東日本橋３丁目７番19号 1,920 2.18

　株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 1,887 2.14

　明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 1,878 2.13

　みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 1,827 2.07

　株式会社東邦銀行 福島県福島市大町３番25号 1,792 2.03

計 － 26,737 30.35

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社所有株式は、全株式信託業務に係る株式であります。

　　　　２．みずほ信託銀行株式会社所有株式には、信託業務に係る株式数３千株が含まれております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　225,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 87,577,000 87,577 －

単元未満株式 普通株式　　285,784 － －

発行済株式総数 　　　　 88,087,784 － －

総株主の議決権 － 87,577 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

常磐興産株式会社
福島県いわき市常磐

藤原町蕨平50番地
225,000 － 225,000 0.26

計 － 225,000 － 225,000 0.26

　（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１

個）あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人よる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,078 7,243

受取手形及び売掛金 5,435 3,924

たな卸資産 ※１ 449 ※１ 993

その他 269 426

流動資産合計 13,232 12,587

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 13,380 13,298

土地 14,697 14,697

その他（純額） 2,429 2,428

有形固定資産合計 30,508 30,424

無形固定資産 48 64

投資その他の資産   

投資有価証券 6,494 6,426

投資不動産（純額） 7,579 7,522

退職給付に係る資産 219 215

その他 2,481 2,448

貸倒引当金 △2,094 △2,094

投資その他の資産合計 14,680 14,517

固定資産合計 45,237 45,006

資産合計 58,470 57,594
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,435 5,516

短期借入金 10,872 4,974

未払法人税等 55 166

賞与引当金 294 221

その他 3,437 3,166

流動負債合計 21,095 14,045

固定負債   

長期借入金 18,063 23,324

繰延税金負債 2,848 2,805

環境対策引当金 31 31

退職給付に係る負債 52 53

資産除去債務 412 416

その他 2,818 2,612

固定負債合計 24,227 29,243

負債合計 45,322 43,288

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,141 2,141

資本剰余金 3,577 3,577

利益剰余金 6,141 7,304

自己株式 △33 △34

株主資本合計 11,825 12,988

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,485 1,443

繰延ヘッジ損益 △102 △79

土地再評価差額金 △2 △2

退職給付に係る調整累計額 △87 △74

その他の包括利益累計額合計 1,292 1,286

非支配株主持分 28 29

純資産合計 13,147 14,305

負債純資産合計 58,470 57,594
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 22,888 19,628

売上原価 19,702 16,325

売上総利益 3,186 3,303

販売費及び一般管理費 ※１ 1,631 ※１ 1,677

営業利益 1,554 1,625

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 66 85

持分法による投資利益 16 4

不動産賃貸料 70 75

その他 15 42

営業外収益合計 168 207

営業外費用   

支払利息 300 275

不動産賃貸費用 43 36

その他 53 16

営業外費用合計 397 327

経常利益 1,324 1,505

特別利益   

固定資産売却益 1 2

投資不動産売却益 1 0

特別利益合計 2 3

特別損失   

固定資産除却損 8 20

減損損失 5 5

投資不動産売却損 － 1

特別損失合計 13 26

税金等調整前四半期純利益 1,314 1,482

法人税、住民税及び事業税 102 165

法人税等調整額 △9 △24

法人税等合計 92 141

四半期純利益 1,221 1,341

非支配株主に帰属する四半期純利益 1 2

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,219 1,339

 

EDINET提出書類

常磐興産株式会社(E00033)

四半期報告書

11/20



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 1,221 1,341

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 241 △42

繰延ヘッジ損益 20 22

退職給付に係る調整額 7 12

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 269 △6

四半期包括利益 1,490 1,335

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,488 1,333

非支配株主に係る四半期包括利益 1 2
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,314 1,482

減価償却費 678 711

減損損失 5 5

賞与引当金の増減額（△は減少） △78 △72

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1 1

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 21 22

受取利息及び受取配当金 △66 △85

支払利息 300 275

社債発行費償却 4 －

持分法による投資損益（△は益） △16 △4

不動産賃貸料 △70 △75

不動産賃貸費用 43 36

固定資産除売却損益（△は益） 6 17

投資不動産除売却損益（△は益） △1 0

売上債権の増減額（△は増加） 938 1,513

たな卸資産の増減額（△は増加） △36 △544

その他の流動資産の増減額（△は増加） △31 △140

仕入債務の増減額（△は減少） △912 △1,130

未払消費税等の増減額（△は減少） △234 △95

その他の流動負債の増減額（△は減少） 151 △56

預り保証金の増減額（△は減少） △5 △1

その他の固定負債の増減額（△は減少） △13 △13

その他 70 12

小計 2,067 1,857

利息及び配当金の受取額 74 93

利息の支払額 △302 △246

法人税等の支払額 △71 △70

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,768 1,634
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △253 △446

固定資産の売却による収入 0 1

事業整理に伴う支出 △1 △92

投資有価証券の取得による支出 △121 △1

貸付金の回収による収入 11 －

投資不動産の賃貸による支出 △40 △32

投資不動産の賃貸による収入 70 75

投資不動産の売却による収入 192 4

投資活動によるキャッシュ・フロー △142 △491

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,799 △5,844

長期借入れによる収入 － 6,279

長期借入金の返済による支出 △2,214 △1,072

社債の償還による支出 △171 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △175 △163

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △175 △175

非支配株主への配当金の支払額 － △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △938 △978

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 688 164

現金及び現金同等物の期首残高 7,691 7,078

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 8,379 ※１ 7,243
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以降実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

（退職給付に係る負債の数理計算上の差異の費用処理年数の変更）

　従来、数理計算上の差異の費用処理年数は10年としておりましたが、従業員の平均残存勤務期間が短縮したた

め、第１四半期連結会計期間より費用処理年数を９年に変更しております。

　なお、この変更が当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．たな卸資産の内訳は下記のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

商品及び製品 167百万円 683百万円

仕掛品 182 188

原材料及び貯蔵品 98 120
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(1）販売費

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

運賃諸掛 25百万円 26百万円

給与賃金 158 154

賞与引当金繰入額 33 30

広告宣伝費 351 362

減価償却費 10 13

誘客費 409 476

 

(2）一般管理費

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

給与賃金 77百万円 84百万円

賞与引当金繰入額 13 15

 

　２．観光事業においては、他の四半期連結会計期間に比べ、第２四半期連結会計期間の利用者数が多く、売上

高も多くなる傾向があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 8,379百万円 7,243百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 8,379 7,243

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額
　（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 175 2.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額
　（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 175 2.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 観光事業 卸売業
製造関連
事業

運輸業 合計

売上高        

外部顧客への売

上高
7,427 13,616 822 1,021 22,888 － 22,888

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1 220 － 32 254 △254 －

計 7,428 13,836 822 1,054 23,143 △254 22,888

セグメント利益 1,654 125 63 24 1,868 △314 1,554

（注）　１．セグメント利益の調整額△314百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△313百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 観光事業 卸売業
製造関連
事業

運輸業 合計

売上高        

外部顧客への売

上高
7,652 10,136 915 923 19,628 － 19,628

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1 175 － 23 201 △201 －

計 7,654 10,312 915 947 19,829 △201 19,628

セグメント利益 1,770 39 121 44 1,975 △349 1,625

（注）　１．セグメント利益の調整額△349百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△348百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との

差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

 有価証券については、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比し

て著しい変動が認められないため、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

 デリバティブ取引については、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認

められないため、注記を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 13円88銭 15円24銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,219 1,339

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,219 1,339

普通株式の期中平均株式数（千株） 87,871 87,864

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

常磐興産株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　信行　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　森夫　　印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている常磐興産株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、常磐興産株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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